
ベビーシッター業界の現状と
規制改革の要望

株式会社キッズライン　キッズライン 
https://kidsline.me/

株式会社ネクストビート　キズナシッター
https://sitter.kidsna.com

2020 年 3月 9日



　

2

目次

2

0.ベビーシッター業界の現状

要望一覧
1.企業主導型ベビーシッター利用者支援事業への要望
2.企業主導型ベビーシッター利用者支援事業の手続きへの要望
3.地方自治体への認可外保育施設届出に関する要望
4.企業主導型ベビーシッター利用者支援事業の経済的支援への要望
　



3

共働き世帯は増加の一途 待機児童数はいまだ2万人規模
解消にはほど遠い

子育て環境は引き続き厳しい状態

内閣府男女共同参画局：男女共同参画白書　平成30年版より 厚生労働省：保育所等関連状況取りまとめ（平成 30 年４月１日）より
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潜在保育士は依然伸び続けています

保育士数の推移

保育園、保育士の不足は深刻化
保育園等のインフラ整備を進めても、働き手が不足

・残業の多さや人間関係のストレスなど、労
   働環境面に対する不満により辞める保育士
   が多く、待遇改善だけでは、潜在保育士が
   復職する決定要因にはなりません。

・保育士自身も子供の預け先がないため、育
   児との両立が難しく、資格を持っているに
   もかかわらず退職する保育士が多くいます。

・保育園での保育士大量退職などが発生して
   います。

・深刻な保育士不足により、保育園における
   保育の質の低下が懸念されます

出典：登録者数：厚生労働省雇用均等・児童家庭局保育課調べ（各年４月１日） 
         勤務者数：厚生労働省大臣官房統計情報部｢社会福祉施設等調査｣（各年10月1日）
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官民ともにベビーシッター利用補助が本格化

・内閣府企業主導型ベビーシッター利用支援 認定事業者
・東京都ベビーシッター利用支援事業 認定事業者
・福利厚生として導入する企業が約130社

・各自治体との連携
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保育所とベビーシッターは補完関係

保育所で拾えないニーズをベビーシッターが対応

お子様の体調不良時 待機児童の解消

土日祝日・宿泊も可 送迎問題の解消

 病児・病後児保育  箱物に頼らない
可及的速やかな解決が可能

多様な働き方に対応
ベビーカー問題の解消・

パンデミック時にも
子供の移動を必要としないメリット
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今までシッターが浸透しなかった理由
主に価格面、利便性、安全性などの観点から、

使いづらいと感じる人が多かった

・登録料、月会費・年会費が1〜10万円かかる。
・利用料の相場は、1時間当たり2,000円～3,000円。
　子どもが病気の場合は、1時間あたり3,000〜5,000円
　になることも。

高コスト

時間・手間
・面談や登録などに数週間かかる場合も。
・早朝や夜間は対応していないサービスが多い。
・登録手続きや決済手続きなどが煩雑。

不安感
・リピート以外では指名ができない
・当日直接会うまで、ベビーシッターのパーソナリティが
　分かりにくい。
・比較検討できず、派遣元会社の推薦になる。
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ベビーシッター数の推移
（全保加入事業者全体）

内閣府ベビーシッター割引券の利用も横ばい
派遣型登録シッター数が減少傾向、

内閣府補助券も十分活用されていない印象

内閣府補助券　利用実績

全国保育サービス協会：実態調査報告書「ベビーシッターNOW」より集計 内閣府　ベビーシッター利用支援事業　予算執行調査資料　より
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マッチング型シッター事業が一般化
マッチング型シッター事業とは
従来の派遣型とは異なり、web、スマホ上のプラットフォームを通じて、
会員ユーザーが、直接的に登録ベビーシッターを検索して、
予約～支払いまで完結。
オンラインで、人の手を介さないため、利便性、低価格を実現。

厚生労働省：子どもの預かりサービスのマッチングサイトのガイドライン適合状況調査サイトより
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マッチング型も
厚労省ガイドラインによる安全性の担保を実施

マッチング型のガイドラインを厚生労働省が作成
適合状況が常時閲覧でき、

安全かつ安心な保育を国主導で推進
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マッチング型も内閣府ベビーシッター割引券の対象に

2019年10月〜マッチング型シッターサービスでも
内閣府のベビーシッター割引券が利用可能に

キッズラインにおける
内閣府ベビーシッター割引券の取り扱い枚数

4ヶ月で5倍に！
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マッチング型シッター事業が普及している理由
安くて、便利で、安心に利用できることが、

利用者の拡大につながっている

徹底したIT化により運営コストを最小化。
登録料、年会費等は無料で、利用料金も低価格を実現。低コスト

簡単・便利
24時間いつでもどこでも、PC、スマホ、アプリから予約可。
親御様とシッターの間で直接メッセージのやり取りができるた
め、即日対応も可能。登録、予約から支払いまで、全てオンラ
インで完結。

安心感
利用者のレビューを公開し、シッターのクオリティを維持。
顔写真や口コミなど、事前情報が豊富でパーソナリティが分か
りやすい。
多彩なシッターから、条件に合うシッターを自ら選定できる。
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ベビーシッターの安全性向上のため

・過去利用者のシッターに対する「評価を全公開」

・登録までの選考プロセスは「派遣と同等」

・登録後の研修実施で「保育の質向上」

・万全の「保険対応」

・カメラ設置推奨で「目が行き届く保育環境」の整備へ
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マッチング型シッター事業が普及している理由

【プロフィール】 【口コミ評価】

詳細プロフィールと口コミで、条件に合うシッターを選びやすい
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ベビーシッターの選考プロセスについて
派遣型と同等の選考プロセス

4,000名



16

ベビーシッター採用後
提供保育範囲を各人によって設定。また派遣型同等の研修実施

＜キッズライン大学の様子＞



万全の保険対応
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保育中のお子様のおケガや、財物の破損を手厚い保険で対応
全保と同等以上の保険内容をカバー
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マッチング型の登録者数は急増中
ユーザーのみならず、シッター登録者も急増
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利用件数も大きく伸びている
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※キッズラインは、比較のために流通額で算出

派遣型との比較：平均値比較で圧倒的
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シッター新規利用の、少なくとも3分の2以上がマッチング型

年間売上の増分の推移 ≒ 新規利用増加額の推移
（百万円）

今や、マッチング型が主流になりつつある

マッチング型（例としてキッズライン1社）の
昨年度からの増加額

全保事業者96社合計の
昨年度からの増加額

マッチング型サービスの
増加額は、全体の増加額
の65%を占めている
※マッチング型（例として、キッズライ
ン1社を用いた）
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要望一覧
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1.企業主導型ベビーシッター利用者支援事業への要望
　①ベビーシッターの研修機会の拡大

2.企業主導型ベビーシッター利用者支援事業の手続きへの要望
　②内閣府ベビーシッター割引券の電子化
　③内閣府ベビーシッター割引券の企業の割引台帳・半券の提出頻度の改善

3.地方自治体への認可外保育施設届出に関する要望
　④認可外保育施設設置届出書の様式の統一化
　⑤認可外保育施設設置届出書の電子化
　⑥ベビーシッター専用届出様式の設置
　⑦ベビーシッター事業者からの一括提出のお認め

（参考）
4.企業主導型ベビーシッター利用者支援事業の経済的支援への要望
　⑧ベビーシッター利用補助制度の雑所得扱いの廃止
　⑨会社の福利厚生導入の場合のベビーシッター代の経費化
　⑩内閣府ベビーシッター割引券の割引料金の増額又は制限枚数の緩和
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1.　企業主導型ベビーシッター利用者支援事業
　　  への要望

　　①ベビーシッターの研修機会の拡大

23
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「認可外保育施設指導監督基準」でベビーシッター業ができるのは
  1 保育士
  2 看護師
  3 都道府県知事が行う研修修了者
       （都道府県知事がこれと同等以上の者と認める市町村長その他の機関が行う研修修了者を含む。）

  4 認定ベビーシッター資格保有者

保育・看護に関する資格を持っていない者は③の受講が必須
自治体によって、年に1,2回など研修の開催頻度が少なく、

基準を満たした保育者が増えにくい  

①ベビーシッターの研修機会の拡大
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ご提案 

③の（都道府県知事がこれと同等以上の者と認める市町
村長その他の機関が行う研修を含む。）について、

基準を満たした民間の研修を
正式な研修として

お認めていただきたい。
25
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2.企業主導型ベビーシッター利用者支援事業の
   手続きへの要望

   ②内閣府ベビーシッター割引券の電子化
   ③内閣府ベビーシッター割引券の企業の割引台帳・     
       半券の提出頻度の改善
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内閣府の企業主導型ベビーシッター
利用支援事業において、
運用が全て「紙の割引券」のやりと
り。企業・利用者・事業者の対応が
非常に煩雑であり、企業の導入が進
まない例も。

27

ご提案  紙ではなく、企業ごとの割引コード発行
など、電子化への緩和を。

②内閣府ベビーシッター割引券の電子化
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③内閣府ベビーシッター割引券
　企業の割引券台帳・半券の提出頻度改善

現在企業側の割引券台帳の写しと半券の送付・提出は、
4月、10月と年に2回となっている

ご提案  
企業にとっても手続きが煩雑なため年に２回の提出が負担。

年に１回の提出としていただきたい。
②の電子化が実現すれば半券提出の課題も解決
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3.地方自治体への認可外保育施設届出に関する要望

  ④認可外保育施設設置届出書の様式の統一化
  ⑤認可外保育施設設置届出書の電子化
  ⑥ベビーシッター専用届出様式の設置
  ⑦ベビーシッター事業者からの一括提出のお認め
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届出が義務付けされている、認可外保育施設設置届出書は

自治体によって様式がバラバラ
また自治体によって、届出の整備が不完全な自治体も。

30

ご提案 
全国で様式の統一をし

より確実に保育者の届出ができる体制作りを
国主導で行っていただきたい。 

④認可外保育施設設置届出書の様式の統一化
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認可外保育施設設置届出書は全て手書きで項目も多いため

申請者の手続きが煩雑となっている。
そのため、事業開始を断念するシッターも一定数いる。

31

ご提案 
④の届出様式の統一化をした上で

申請の電子化をご検討いただきたい。

⑤認可外保育施設設置届出書の電子化
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ご提案 
個人のベビーシッター向けの

届出様式の設置を全国共通様式に
していただきたい

⑥ベビーシッター届出様式の設置
認可外保育施設設置届出は、
現在「施設向けの様式」が主流

施設の面積や建物の構造、立地場所の記載事項
職務に従事する職員などの記載などベビーシッターに不適合
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ご提案 
①と②の方法は制度上特段の制限がないようだが、
①と②の方法について制度上特段の制限がない旨の

自治体への周知を強化していただきたい。

⑦ベビーシッター事業者からの一括提出のお認め

①個人からの届出を事業者が集約し、そのまま自治体に提出すること
②個人の代わりに代行で届出を作成し、自治体に提出することが
   認められていない自治体が多い
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 (参考)
4.企業主導型ベビーシッター利用者支援事業の経済
    的支援への要望

  ⑧ベビーシッター利用補助制度の雑所得扱いの廃止
  ⑨会社の福利厚生導入の場合のベビーシッター代の経費化
  ⑩内閣府ベビーシッター割引券の割引料金の増額又は
    制限枚数の緩和
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⑧ベビーシッター利用補助制度の雑所得扱いの廃止

35

東京都ベビーシッター利用支援事業
内閣府企業主導型ベビーシッター利用支援事業などの

補助額は「雑所得」扱いとなり
利用できない人が多数

ご提案  補助金の雑所得の扱いの廃止

公費負担額は所得税税法上の「雑所得」となり、その他の給与所得以外の所得金額との合計で確定申告が必要。

＜東京都ベビーシッター利用支援事業：1日8時間20日利用した場合＞
公費1950円×8h×20d=312,000円　12ヶ月利用→3,744,000円が雑所得となる

収入が増えるわけではないのに、本制度を保育園代わりに利用するだけで、所得税・住民税の税率が上がる可能
性あり。税負担が高額となり、利用を踏みとどまる人が多い。保育園入園者と同等の扱いにすべきである。
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ご提案  仕事と家庭の両立をしやすくするため
子育て支援に係るベビーシッター代も

経費として税制上の優遇措置をすべき。

⑨企業の福利厚生導入時のベビーシッター代の経費化

企業が福利厚生としてベビーシッター補助をした場合
補助した金額は経費とはならず所得となり、

課税の対象となる。
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⑩内閣府ベビーシッター割引券
　割引料金の増額もしくは制限枚数の緩和

休日や深夜勤務のある会社であると
1日2200円の割引では補助として足りない業種も。

ご提案  割引券の幅広い活用のためにも
補助金額の増額もしくは1日あたりの上限利用枚数

(月の上限枚数)を再検討すべき。
増額ができれば、保育園に入れない層も利用でき、

待機児童対策になることも期待される。
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資料に関するお問い合わせ

会社名：株式会社キッズライン

代表者：経沢香保子

事業所：〒106-0032　東京都港区六本木5ー2ー3
            マガジンハウス六本木ビル7階

連絡先：TEL 03-5770-8610  FAX 03-5770-8611

担当者：藤井聖子　　seiko_fujii@kidsline.co.jp
             新堀絢香       ayaka_shinbori@kidsline.co.jp

URL: http://kidsline.me/




